
令和５年度 内閣・内閣本府等予算のポイント（概要）

○ 「デジタル田園都市国家構想総合戦略」（令和４年１２月２３日閣議決定）の策定を踏まえ、同構

想の実現に向け、新たに創設した「デジタル田園都市国家構想交付金」（１，０００億円）等により、

地方におけるデジタル実装や、デジタルの活用による地方創生に資する取組等を推進。

○ 沖縄振興策を総合的・積極的に推進するため、沖縄振興予算を２，６７９億円計上。「強い沖縄

経済」実現ビジョンに係る予算（※）や特定事業推進費を増額。
（※） 「『強い沖縄経済』の実現に向けた西銘大臣ビジョン」（令和４年５月）に係る施策として、「クリーンエネルギー導入促進

事業」（４億円）や「スタートアップ拠点化推進事業」（１億円）等

○ 情報収集衛星・実用準天頂衛星システムの開発・運用や、次の感染症危機に対応する司令塔

機能の強化（内閣感染症危機管理統括庁（仮称）の設置）等、我が国が直面する喫緊の課題に対応。

所管 令和４年度 令和５年度 増▲減額

内閣・内閣本府等 ３７，６３１【５，２８９】 ４７，１２２【５，１９３】 ＋９，４９１【▲９６】

内閣 １，０７２ １，０６４ ▲７

内閣本府等 ３６，５６０【４，２１７】 ４６，０５８【４，１２９】 ＋９，４９８【▲８９】

（単位：億円）

※ 【 】は、うち内閣主計官担当分。

記 事 解 禁
令和５年度予算政府案閣議決定後
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○ デジタル庁の令和５年度当初予算は、４，９５１億円を計上。

○ 情報システム関係予算（一括計上対象経費）は４，８１２億円

・ 政府共通のクラウドサービスや新しい府省間ネットワーク（ＧＳＳ：ガバメントソリューション

サービス）等の各府省が共通で利用するシステム・ネットワークの整備

・ 地方公共団体の基幹業務システムの統一・標準化を加速するための環境整備

・ 公金受取口座の金融機関経由での登録開始にかかる環境整備

・ マイナポータルの利便性の抜本的改善、事業者に対するオンライン行政サービスの充実

等を推進。

○ 運営等経費は、１４０億円。社会全体のデジタル化を推進するために必要な体制強化として、

常勤、非常勤等を合わせて２１６人の増員を実施。デジタル社会の実現に関する司令塔機能を

強化。

令和５年度 デジタル庁予算のポイント（概要）

所管 令和４年度 令和５年度 増▲減額

デジタル庁 ４，７２０【１，１０９】 ４，９５１【１，３２２】 ＋２３１【２１３】

一括計上対象経費 ４，６０１【９９０】 ４，８１２【１，１８２】 ＋２１１【１９３】

運営等経費 １２０【１２０】 １４０【１４０】 ＋２０

※【 】は、うちデジタル係担当分。

（単位：億円）
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令和５年度 東日本大震災復興特別会計予算フレーム
（単位：億円）

令和４年度予算
（当初）

令和５年度予算
対前年度

（ 歳 入 )

復興特別所得税 4,280 4,420 ＋140

一般会計からの繰入 829 298 ▲531

特別会計からの繰入 0 0 ＋0

税外収入 1,587 1,585 ▲2

復興公債金 1,716 998 ▲718

計 8,413 7,301 ▲1,111

（ 歳 出 ）

東日本大震災復興経費 6,709 6,145 ▲564

国債整理基金特別会計への繰入等 204 156 ▲48

復興加速化・福島再生予備費 1,500 1,000 ▲500

計 8,413 7,301 ▲1,111

※四捨五入の関係で、合計が一致しない場合がある。
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令和５年度 東日本大震災復興特別会計予算の概要（総額 ７，３０１億円）

 地震・津波被災地域では、心のケア等の被災者支援などきめ細かい取組を着実に推進する。
 原子力災害被災地域では、帰還環境整備など本格的な復興・再生に向けた取組を推進する。
 加えて、福島はじめ東北地方が創造的復興を成し遂げるための取組を進める。

(注１)上記の他、震災復興特別交付税622億円、予備費1,000億円 等 (注２)復興財源フレーム対象経費は3,665億円(予備費除く)

 生活再建のステージに応じた切れ目のない支援を実施。
被災者⽀援総合交付⾦(102億円)、被災した児童⽣徒等への就学等⽀援(23億円)、地域医療再⽣基⾦(24億円) 等

被災者支援 ２４９億円

 災害公営住宅に関する支援を継続するほか、災害復旧事業等について支援を継続。
家賃低廉化・特別家賃低減事業(219億円)、災害復旧事業(75億円) 等

住宅再建・復興まちづくり ４７６億円

 ALPS処理水の処分に伴う対策として、被災県への水産に係る加工・流通・消費対策や福島県農林水産業の再生等の取組を引
き続き実施。
⽔産業復興販売加速化⽀援事業(41億円)、被災地次世代漁業⼈材確保⽀援事業(7億円)、
福島県農林⽔産業復興創⽣事業(40億円)、⾃⽴・帰還⽀援雇⽤創出企業⽴地補助⾦(141億円) 等

産業・生業（なりわい）の再生 ３３９億円

 避難指示解除区域での帰還環境整備や特定復興再生拠点区域の整備、中間貯蔵関連事業等を着実に推進。
 風評払拭及び放射線に関するリスクコミュニケーションの取組を推進。

特定復興再⽣拠点整備事業(436億円)、特定復興再⽣拠点区域外に係る除染等事業(60億円)、福島再⽣加速化交付⾦(602億円)、
中間貯蔵関連事業(1,786億円)、⾵評払拭・リスクコミュニケーション強化対策(20億円) 等

原子力災害からの復興・再生 ４，１７０億円

 福島はじめ東北地方の「創造的復興」を成し遂げるための取組を推進。
福島国際研究教育機構関連事業(145億円)、移住等の促進(福島再⽣加速化交付⾦の内数)、福島県⾼付加価値産地展開⽀援事業(27億円)、
福島イノベーション・コースト構想関連事業(61億円)、「新しい東北」普及展開等推進事業(3億円)

創造的復興 ２３６億円
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7,074億円 1ドル108円

（注）ＯＤＡ事業量は、円借款、ＯＤＡ予算（当初＋前年度補正）、国際機関向け拠出国債等発行額の合計。

＜外交実施体制強化のための施策例（27当初で「100億円増」)＞

令和５年度 外交関係予算のポイント（概要）

○ ウクライナ侵略を含め国際情勢が激変する中、Ｇ７広島サミットや日本ＡＳＥＡＮ友好協力５０周年等を見据え、「自由で開かれ

たインド太平洋」の実現など戦略的なＯＤＡの活用を図る。一般会計ＯＤＡ予算は、令和４年度第２次補正予算と合わせ9,124億

円（＋1,911億円）となり過去最大の伸び。うち外務省ＯＤＡは6,910億円（＋1,154億円）と過去最高額を確保。

一般会計ＯＤＡ予算 ５年度 ４年度 増減

当初＋前年度補正 ９，１２４億円 ７，２１２億円 ＋１，９１１億円（＋26.5％）

当初 ５，７０９億円 ５，６１２億円 ＋９８億円（＋1.7％）

【ＯＤＡ】

特殊
要因
171

一般的な政策経費
2,903（＋332）

任意
拠出金
182

（▲156）

無償資金協力
1,634（＋１）

技術協力等（ＪＩＣＡ）
1,519（＋１）

○ 外務省予算においては、上記ＯＤＡに係る重点化に加え、異例の円安・物価高も踏まえ、日々の外交活動を支える経費を重点

的に手当するなど、外交・領事実施体制を強化。補正とあわせた外務省予算は、32年前の湾岸戦争時を除き、初の１兆円台。

【外務省予算】

（参考）
４年度

○ 令和５年度外務省予算の概要は、以下のとおり。

・G7広島サミット
開催関連経費

（注）特殊要因及びシステム関係経費のデジタル庁移管分（５年度125億円、４年度170億円）を含む。

7,560億円 1ドル137円

分担金・
義務的
拠出金
1,151

（＋139）

３2,5713391,633 1,518 ・在外投票実施1,012

ＯＤＡ事業量 ３兆１，１８４億円 ２兆４，４８１億円 ＋６，７０３億円（＋27.4％）

外務省予算（総額） ５年度 ４年度 増減

当初＋前年度補正 １０，２３３億円 ８，５３９億円 ＋１，６９４億円（＋19.8％）

うち、ＯＤＡ予算 ６，９１０億円 ５，７５６億円 ＋１，１５４億円（＋20.1％）

当初 ７，５６０億円 ７，０７４億円 ＋４８５億円（＋6.9％）

うち、ＯＤＡ予算 ４，４２８億円 ４，４２８億円 ＋０億円（＋0.004％）
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＜外交実施体制強化のための施策例（27当初で「100億円増」)＞

政府全体の一般会計ＯＤＡ予算の推移（当初＋前年度補正）
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（注）R3〜５年度はデジタル庁計上分を含む。四捨五⼊の関係上合計が⼀致しないことがある。補正予算額は前年度最終補正における補正追加額。
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